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【集計組合数：４１９組合(加重平均)】 

【調査時点：５月 24 日現在】 

 

□ 妥 結 額  １０，７９２円（前年：５，９６７円） 
 

□ 賃上げ率   ３．６２％（前年：２．００％） 

 

【調査結果の特徴点】 

■全体平均では、妥結額が 10,000 円を超えるのは、本府が加重平均による集計を 

開始した平成５年以来、賃上げ率が３％を超えるのは平成６年以来となる。 

■企業規模別の妥結額は、全ての規模で前年より大幅に増加している。 

■産業別の妥結額は、製造業が非製造業より高くなっている。 

 

 

■大阪府商工労働部雇用推進室労働環境課は、今年の府内労働組合の春季賃上げの妥結状況等 

をまとめました。 

■本集計は、定期昇給及びベースアップ（またはこれらに相当する賃上げ額）の合計額を記載しています。 

■６月中旬に本調査の詳細分析(同一の組合による対前年比較)を当課ホームページに掲載します。 

併せてご参照ください。 

 

 

 

 

 

連 絡 先 

大阪府商工労働部雇用推進室労働環境課 

地域労政グループ 裏野・松浦 

▽直 通 06-6946-2604 

◆大阪府労働環境課 ホームページ 

 http://www.pref.osaka.lg.jp/sogorodo/chousa/list3505.html  

右記のＱＲコードからもご覧いただくことができます。 

令和５年 

春季賃上げ要求・妥結状況 最終報 

http://www.pref.osaka.lg.jp/sogorodo/chousa/list3505.html
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本調査の調査対象・集計方法 
■本調査は、府内に所在する約 1,700 組合を調査対象として実施し、５月 24 日までに妥結額が把握できた 

５２８組合のうち、平均賃金額、組合員数が明らかな４１９組合(123,381 人)について集計(加重平均・組合員一

人あたり平均)しました。 

【集計方法について】 

 加重平均は以下の方法で算出しています。 

 加重平均＝（各組合の妥結額×各組合の組合員数）の合計/各組合の組合員数の合計 

 
経済的背景と要求・交渉経過 
（１）経済的背景と労使交渉等の動向 

〈政府の動向〉 

・岸田総理は、令和４年 11 月 10 日に開催された「第 12 回新しい資本主義実現会議」において、「来春の賃

金交渉に向けた賃金引き上げについては、その成果に、成長と分配の好循環の実現が懸かっている」として、

労使に対して、「物価上昇を特に重視すべき要素として掲げ、これに負けない対応を強くお願いする」と述べ、

2023 春闘における賃上げの実現に期待感を示しました。 

・また、令和５年１月４日の年頭記者会見において、「成長と分配の好循環の中核である賃上げを何としても実

現しなければならない。この 30 年間、企業収益が伸びても期待されたほどに賃金は伸びず、想定されたトリク

ルダウンは起きなかった。この問題に終止符を打ち、賃金が毎年伸びる構造をつくる。今年の春闘について、

インフレ率を超える賃上げの実現をお願いしたい」と述べました。 

〈労使の動向〉 

・連合の芳野会長は、令和４年 12 月１日に公表した「2023 春季生活闘争方針」をふまえ、「物価上昇によっ

て働く仲間の生活は苦しくなっており、賃上げへの期待は大きい。とりわけ生活がより厳しい層への手当てが不

可欠である。各産業の「底上げ」「底支え」「格差是正」の取り組み強化を促す観点とすべての働く人の生活を

持続的に維持・向上させる転換点とするマクロの観点から、賃上げ分３％程度、定昇相当分（賃金カーブ維持

相当分）を含む賃上げ５％程度を目標に取り組んでいく」と述べました。 

・日本経団連の十倉会長は、令和５年１月１日の日本経済新聞社などの年頭インタビューにおいて、「物価を

重視して賃上げの努力をするのは企業の責務だ。賃上げのきっかけは（資源高や円安による）コストプッシュ型

かもしれないが、持続的な物価と賃金上昇の好循環につなげることが一番大切だ。できるだけ（基本給を底上

げする）ベースアップを中心にやってほしいと会員企業に呼びかける」と述べました。 

〈経済的背景〉 

・内閣府は、令和５年１月 25 日に公表した月例経済報告において、「景気は、このところ一部に弱さがみられ

るものの、緩やかに持ち直している」とし、また、先行きについては、「ウィズコロナの下で、各種政策の効果もあ

って、景気が持ち直していくことが期待される。ただし、世界的な金融引締め等が続く中、海外景気の下振れ

が我が国の景気を下押しするリスクとなっている。また、物価上昇、供給面での制約、金融資本市場の変動

等の影響や中国における感染拡大の影響に十分注意する必要がある」などの判断を示しました。 

〈交渉経過〉 

・こうした政労使の動向や経済的背景のもと、金属労協（ＪＣＭ）を構成する産業別労働組合傘下の組合では、

２月下旬までに要求書を提出、３月 15 日の集中回答日に向けて大手組合を中心に回答の引き出しが進め

られました。その後、中堅・中小組合においても交渉が本格化し、現在も交渉が継続されています。  
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（２）労働団体及び経済団体の春闘における主張（概要） 
 

労働側 経営側 

○連合「連合白書（2023 春季生活闘争の方針と課題）」 

（令和４年 12 月） 

〈基本的な考え方〉  

・「未来づくり春闘」に向けて、短期的な視点からの労働条件決定にと

どまらず、20 年以上にわたる賃金水準の低迷、その中で進行してき

た不安定雇用の拡大と中間層の収縮、貧困や格差の拡大などの中

期的な分配構造の転換を射程に入れた従来のフレームに急性インフ

レと慢性デフレが重なった「物価上昇への対応」という新たな要素を加

えて方針を組み立てた点が特徴。 

・月例賃金は、最も基本的な労働条件であり、社会的な水準を考慮

して決める必要がある。所定内賃金で生活できる賃金水準を確保す

るとともに「働きの価値に見合った水準」に引き上げることをめざす必要

がある。 

・所得階層別にみると下位 20％の勤労者世帯では、「勤め先収入」と

給付金や子ども手当などの「社会保障給付」だけでは生活が賄えず

赤字になっていることから、デフレマインドを払拭し、月例賃金の改善に

こだわり、「底上げ」「底支え」「格差是正」をより強力に推し進める。  

・国際的に見劣りする賃金水準の改善や格差是正の実現をはかる必

要がある。賃上げを継続し、改善幅を拡大していくためには生産性の

向上も重要であり、「人への投資」「未来への投資」をこれまで以上に

強化していく。 

〈具体的な要求指標〉 

・賃上げ分３％程度、定期昇給相当分（賃金カーブ維持相当分）

を含め５％程度 

・昇給ルールの導入、導入する場合は勤続年数で賃金カーブを描く。 

・水準は、勤続 17 年相当で時給 1,750 円、月給 288,500 円以

上をめざす。 

・企業内すべての労働者を対象に協定を締結。 

・締結水準は、時給 1,150 円以上をめざす。 

 

○全労連・国民春闘共闘委員会「23 年国民春闘 方針」 

（令和 5 年１月） 

 〈基本的な考え方〉  

・９月の毎月勤労統計調査によると、１人当たりの賃金は物価変動

を考慮した実質賃金が前年同月比 1.3%減少し、６ヵ月連続のマ

イナスとなった。 

・名目賃金は緩やかに増えているが、それ以上に物価高騰が進んでい

るため、実質賃金が減る構図となっている。 

・企業は利益を賃金に回さずに内部留保を溜め続けており、輸出大企

業を中心に円安の恩恵を受け、経常利益が過去最高を更新し内部

留保も増加した。 

・正規雇用・非正規雇用、移住労働者を問わず、物価の高騰を補う

だけでなく、さらに生活改善をめざすベースアップをめざす。 

〈具体的な要求指標〉 

・賃上げ要求：月額 30,000 円以上、時間額 190 円以上  

・最低賃金要求：月額 225,000 円以上、時間額 1,500 円以上  

○経団連「2023 年版経営労働政策特別

委員会報告」（令和５年１月） 

〈連合「2023 春季生活闘争方針」への見

解〉 

・連合が 2023 春闘方針で示しているデフレ

からの脱却や「人への投資」、日本全体の

生産性引上げの必要性、サプライチェーンに

おける取引適正化の推進など、基本的な

考え方や方向性、問題意識の多くは経団

連と基本的に一致。 

・「賃上げ分３％程度、定昇分含め５％程

度」などの賃金要求指標は、賃金引上げの

モメンタムが始まったとされる 2014 年以降

の賃金引上げ結果と比べて大きく乖離。 

建設的な賃金交渉をめざす観点から、要

求水準自体については慎重な検討が望ま

れる。 

 

〈基本的な考え方〉 

・2023 の春季労使交渉においても、「賃金

決定の大原則」に則って検討する方針は堅

持。その上で、自社の経営状況を労使で正

しく共有した上で、様々な考慮要素のうち

「物価動向」を特に重視しながら、企業の社

会的責務として、賃金引上げのモメンタムの

維持・強化に向けた積極的な対応を呼び

掛けていく。 

・「人への投資」として「賃金引上げ」と「総合

的な処遇改善・人材育成」を積極的に検

討し、成長の果実を働き手に適切に分配す

ることが必要。 

・「賃金引上げ」では、月例賃金や諸手当、

賞与、一時金を柱として自社に適した方

法の検討・実施、「総合的な処遇改善・

人材育成」では、エンゲージメント向上を軸

に「働きがい」と「働きやすさ」に資する諸施

策の導入・拡充が必要。 

・労使は「闘争」の関係ではなく、価値協創

に取り組む経営のパートナーとの認識の

下、経団連はわが国が抱える社会的課題

の解決に向けて未来を「協創」する労使関

係をめざしていく。 
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調査結果の概要 
（１）妥結額・賃上げ率の推移 【P５「妥結額・賃上げ率の年次推移」参照】 

 全体平均では、妥結額 10,792 円(前年:5,967 円)、賃上げ率 3.62％（前年：2.00％）となり、妥結額が 10,000

円を超えるのは、本府が加重平均による集計を開始した平成５年以来、賃上げ率が３％を超えるのは平成６年以

来となりました。 

 

（２）企業規模別の妥結状況 【P６「企業規模別の妥結状況」参照】 

 企業規模別の妥結額をみると、 

「299 人以下」が、8,213 円 （対前年比：2,737 円増、50.0％増） 

「300 から 999 人」が、9,883 円 （対前年比：4,016 円増、68.5％増） 

「1,000 人以上」が、11,241 円 （対前年比：5,215 円増、86.5％増） 

 となり、全ての規模で前年より大幅に増加しました。 

 

（３）産業別の妥結状況 【P７「産業別の妥結状況」参照】 

産業別（大分類）の妥結額は、製造業の妥結額平均が11,475円、非製造業の妥結額平均が10,029円となり、 

製造業が非製造業より高くなっています。 

なお、全体平均（10,792 円）と比べて妥結額が高かった業種（集計対象組合が 10 組合以上）は、「機械器具

（14,095 円）」、「輸送用機械器具（12,605 円）」、 「化学（12,503 円）」等となりました。 

一方、低かった業種（集計対象組合が 10 組合以上）は、「情報通信業（7,611 円）」、「非鉄金属（7,979 円）」、

「運輸業・郵便業（8,340 円）」等となりました。 
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■妥結額・賃上げ率の年次推移 
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■企業規模別の妥結状況 

 

 

■企業規模別 妥結額・賃上げ率の年次推移 

 
※各年の妥結額は、その年の最終報時点で、妥結額・組合員数・平均賃金額が把握できた組合の加重平均を表したものです。 

  

２９人以下 18

３０～９９人 87

１００～２９９人 107

212

77

130

419 総平均 297,853 10,792 3.62

３００～９９９人 283,982 9,883 3.48

 1,000人以上 303,611 11,241 3.70

 ２９９人以下 268,403 8,213 3.06

7,537 2.94

8,416 3.10271,377

8,179

企業規模
（従業員数）

集計組合数
平均賃金額

（円）
妥結額
（円）

賃上げ率
（％）

２９９人
以下の
内訳

297,173 2.75

256,513

         令和元年          令和２年          令和３年          令和４年          令和５年

妥結額 賃上げ率 妥結額 賃上げ率 妥結額 賃上げ率 妥結額 賃上げ率 妥結額 賃上げ率
（円） （月） （円） （月） （円） （月） （円） （月） （円） （月）

29人以下 6,171 2.37 4,256 1.44 5,246 1.89 4,486 1.52 8,179 2.75

30～99人 5,043 1.94 4,591 1.78 4,132 1.63 5,377 2.08 7,537 2.94

100～299人 5,350 2.00 5,461 2.00 4,921 1.82 5,529 2.03 8,416 3.10

5,281 1.99 5,233 1.94 4,760 1.78 5,476 2.04 8,213 3.06

5,789 2.01 5,582 1.93 5,148 1.80 5,867 2.08 9,883 3.48

6,420 2.14 6,060 2.01 5,546 1.84 6,026 1.98 11,241 3.70

 

299人
以下の
内訳

299人以下

 
300～999人

 1,000人以上

3,000

4,000

5,000

6,000

7,000

8,000

9,000

10,000

11,000

12,000

妥結額の年次推移

中小

中堅

大手
1.50

1.75

2.00

2.25

2.50

2.75

3.00

3.25

3.50

3.75

賃上げ率の年次推移

中小

中堅

大手
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■産業別の妥結状況 （集計組合数：４１９組合） 【加重平均】 

 

※集計組合数が少ない業種は、平均額の精度が十分でないとみられることから、結果の利用にはご留意ください。 

※要求額は、最終報時点で要求額・組合員数・平均賃金額が明らかな４０１組合の集計結果を表しています。 

【参考】

要求額
（組合） (人） (円) (円） （％） （円）

419 123,381 297,853 10,792 3.62 14,412

303 65,079 299,194 11,475 3.84 13,876

27 4,665 297,829 11,380 3.82 13,922

29 4,647 288,730 11,247 3.90 14,458

3 500 279,137 9,644 3.45 12,700

6 505 276,675 11,486 4.15 12,009

7 814 253,832 4,601 1.81 9,620

36 3,994 305,037 12,503 4.10 14,773

3 593 251,381 8,968 3.57 17,160

3 200 240,953 4,820 2.00 8,741

2 81 240,364 13,161 5.48 9,173

32 6,434 295,493 10,554 3.57 12,762

15 1,321 279,042 7,979 2.86 12,551

46 8,900 267,741 8,507 3.18 11,255

67 16,687 316,485 14,095 4.45 15,921

1 10 296,116 10,054 3.40

10 2,549 287,892 11,719 4.07 14,146

1 12 332,550 12,400 3.73 19,400

12 11,162 318,867 12,605 3.95 13,875

3 2,005 291,934 4,800 1.64 11,146

116 58,302 296,355 10,029 3.38 15,127

1 25 246,966 11,814 4.78 15,000

3 1,627 304,880 10,374 3.40 13,701

17 1,407 309,027 7,611 2.46 19,062
うち、通信・放送 1 373 249,722 11,000 4.40 28,000

うち、情報サービス 1 11 170,853 3,000 1.76 10,000

うち、情報制作（出版等） 15 1,023 332,136 6,425 1.93 15,293

28 14,017 307,869 8,340 2.71 13,525
うち、私鉄・バス等 5 8,860 306,844 8,453 2.75

うち、道路貨物輸送 13 4,816 313,785 8,035 2.56 13,338

うち、郵便業

うち、その他 10 341 250,935 9,694 3.86 17,015

47 32,265 293,845 10,258 3.49 14,797

1 2,792 285,298 16,639 5.83 16,639
うち、金融・保険業

うち、不動産業 1 2,792 285,298 16,639 5.83 16,639

うち、物品賃貸業

1 467 274,220 5,062 1.85 5,062

2 651 232,337 9,596 4.13 11,837

2 30 295,900 11,148 3.77 14,136

6 330 296,828 6,568 2.21 26,950

うち、教育・学習支援業 4 123 276,533 6,063 2.19 24,862

うち、医療・福祉 2 207 308,887 6,868 2.22 28,191

8 4,691 290,367 10,959 3.77 18,256
うち、複合サービス事業 2 2,175 268,667 7,016 2.61 19,224

うち、自動車整備・機械修理 1 4 399,350 5,000 1.25 2,000

うち、賃貸・広告業

うち、その他 5 2,512 308,983 14,383 4.65 17,436

卸売・小売業

金融・保険業、不動産、物品賃貸業

情報通信業

運輸業・郵便業

複合サービス事業、サービス業

輸送用機械器具

その他の製造

学術研究、専門・技術サービス業

飲食店、宿泊業

生活関連サービス業、娯楽業

医療、福祉、教育、学習支援業

非製造業平均

鉱業・採石・砂利

建設業

電気・ガス・熱供給・水道業

非鉄金属

金属製品

機械器具

電子部品・デバイス

電気機械器具

情報通信機械器具

化学

石油・石炭製品

プラスチック製品

ゴム、皮革製品

窯業・土石製品

鉄鋼

製造業平均

食料品・たばこ

繊維、衣服

木材、家具・装備品

パルプ・紙・紙加工品

印刷・同関連

非
製
造
業

妥結人数 平均賃金 妥結額 賃上げ率
産　業

集計
組合数

農林水産業

全産業計

製
造
業
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■産業別 妥結額・賃上げ率の年次推移 

※各年の妥結額は、その年の最終報時点で、妥結額・組合員数・平均賃金額が把握できた組合の加重平均を表したものです。 
 

■参考 単純平均の結果一覧（発表時期別 要求・回答・妥結状況） 

 
※本表では、組合員数や平均賃金額が把握できたか否かを問わず、要求額・回答額・妥結額のすべてもしくはいずれかが把握できた 

組合をすべて集計対象としています。 

 

■参考 年間一時金・夏季一時金の回答・妥結状況（最終報時点） 

 
※本集計は、春闘時に合わせて年間一時金または夏季一時金の交渉を実施している組合において単純平均し集計したものです。 

※夏季一時金の調査結果については、６月中旬以降に順次、発表します。 

　　    令和元年 　　    令和２年 　　    令和３年 　　    令和４年 　　    令和５年

妥結額 賃上げ率 妥結額 賃上げ率 妥結額 賃上げ率 妥結額 賃上げ率 妥結額 賃上げ率
（円） （月） （円） （月） （円） （月） （円） （月） （円） （月）

6,312 2.11 5,998 2.01 5,341 1.78 6,307 2.07 11,475 3.84

6,053 2.11 5,907 1.98 5,493 1.87 5,582 1.90 10,029 3.38

 

製造業

非製造業

4,000

5,000

6,000

7,000

8,000

9,000

10,000

11,000

12,000

妥結額の年次推移

製造業

非製造業

1.50
1.75
2.00
2.25
2.50
2.75
3.00
3.25
3.50
3.75
4.00

賃上げ率の年次推移

製造業

非製造業

令和５年 令和４年 令和５年 令和４年 令和５年 令和４年

657組合 567組合 195組合 171組合 117組合 101組合

19,271円 14,213円 9,263円 5,918円 10,739円 6,403円

726組合 657組合 428組合 377組合 291組合 273組合

18,965円 13,934円 8,348円 5,200円 9,615円 5,838円

761組合 706組合 544組合 478組合 427組合 413組合

18,747円 13,839円 8,126円 5,226円 8,837円 5,315円

771組合 735組合 555組合 514組合 528組合 479組合

18,703円 13,652円 8,323円 5,227円 8,500円 5,227円
最終報

第１報

第２報

第３報

4月19日

5月12日

6月5日

要求 回答 妥結
令和５年
発表日

4月3日

区分 集計組合数 回答・妥結額

 74組合 1,258,776円

186組合 655,036円

回答
・

妥結

年間一時金

夏季一時金

内容


